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人事行政の運営等の状況 

 

 

魚沼市人事行政の運営等の状況の公表に関する条例（平成 19 年魚沼市条例第 5 号）に基づき、当市

の令和元年度における職員の任用、給与などの人事行政の運営等の状況について、次のとおり公表い

たします。 

 

１．職員の任免及び職員数の状況（令和元年度） 

 （１）職種別採用・退職者数 

職 種 採 用 者 数 退 職 者 数 

一 般 行 政 職 １８人（事務 14、保育士 4）  ３７人（事務 34、保育士 3） 

技 能 労 務 職 ０人   ３人（調理師 2、庁務員 1） 

医 療 職 ４人（保健師 1、管理栄養士 3）   ４人（看護師 3、栄養士 1） 

消 防 職 ２人（消防士 2）   １人（消防士 1） 

計 ２４人 ４５人 

  

（２）職員数（各年４月１日現在） 

   平成 17 年度に平成 26 年度までの 10 年間を計画期間とする第１次定員適正化計画（前期 5 年、

後期 5 年）を策定し、計画よりを 4 人上回る削減となっています。 

引き続き、第２次定員適正化計画（最終年度：平成 37 年度）を策定し、職員数 486 人の目標値

を設定し、事務、事業及び組織機構の見直し等により計画達成に努めます。 

   ア 職員数の推移と計画値（第１次計画） 

区 分 
17 年度 

（基準年次） 

前期計 

H22.4.1 

後期計 

H27.4.1 

計 画 ７３５人 ６３９人 ５４５人 

職 員 数 ７３５人 ６３７人 ５４１人 

対 前 年 

職 員 減 
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   イ 職員数の推移と計画値（第２次計画） 

区 分 28 年度 29 年度 30 年度 31 年度 32 年度 
最終年度 

H37.4.1 

計 画 ５４９人 ５４２人 ５４３人 ５２６人 ５１５人 ４８６人 

職 員 数 ５３８人 ５２３人 ５１５人 ５０５人 ４８５人 － 

対 前 年 

職 員 減 
▲３人 ▲１５人 ▲８人 ▲１０人 ▲２０人 － 

 

   ウ 部門別職員数 

区  分  

部  門 

職  員  数 
増減数 

平成 30 年度 令和元年度 

普 

 

通 

 

会 

 

計 

一 般 行 政 

議   会 

総   務 

税   務 

民   生 

衛   生 

労   働 

農   林 

商   工 

土   木 

４人 

８８人 

２０人 

９５人 

７１人 

２人 

２８人 

１５人 

２２人 

４人 

９０人 

１８人 

９５人 

５８人 

２人 

２９人 

１４人 

２２人 

 

２人 

▲２人 

 

▲１３人 

 

１人 

▲１人 

 

小   計 ３４５人 ３３２人 ▲１３人 

特 別 行 政 

教   育 

消   防 

４６人 

７５人 

４７人 

７５人 

１人 

 

小   計 １２１人 １２２人 １人 

公 

営 

企 

業 

等

会

計 

公営企業等会計 

病   院 

水   道 

下 水 道 

国   保 

介   護 

そ の 他 

１人 

１２人 

７人 

４人 

１１人 

１４人 

１人 

１２人 

７人 

４人 

１２人 

１５人 

 

 

 

 

１人 

１人 

小   計 ４９人 ５１人 ２人 

合   計 ５１５人 ５０５人 ▲１０人 
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エ 一般行政職の級別職員数（平成 31 年 4 月 1 日現在） 

区 分 標準的な職名 職員数 構成比 

６ 級 部長・副部長・参事 １２人 ４．８％ 

５ 級 課長・参事 ２７人 １０．９％ 

４ 級 係長・副参事 ７４人 ２９．７％ 

３ 級 主任 ９２人 ３６．９％ 

２ 級 主事・技師 １７人 ６．８％ 

１ 級 主事・主事補 ２７人 １０．９％ 

計  ２４９人 １００．０％ 

※ 魚沼市の給与条例に基づく給料表の級区分による職員数です。 

※ 「標準的な職名」とは、それぞれの級に該当する代表的な職名です。 

 

 

２．職員の人事評価の状況 

  平成 24 年度より、職員の能力及び実績に基づく人事管理を行うとともに、職員の主体的な職務遂 

 行及び能力開発を促進し、効果的な人材育成を推進することを目的に、人事評価を実施しています。 

 

人事評価の実施（令和元年度） 

評価方法 評価期間 評価内容 

目標管理評価 
平成 31 年 4 月 1 日～令和 2 年 3 月 31 日 

までの 1 年間 

年度当初に設定する年度目標に対す

る、目標達成時期・方法、達成水準 

勤務成績評価 

平成 31年 4月 1日～令和元年 9月 30日(上

半期)と、令和元年 10 月 1 日～令和 2 年 3

月 31 日(下半期)の半年間ずつ 

職員の業績、能力、姿勢 

 

 

３．職員の給与の状況     

 （１）給与費（令和元年度 普通会計決算） 

職員数 

Ａ 

給   与   費 1 人当たり 

給与額 

（Ｂ／Ａ） 
給 料 職員手当 

期末・勤勉手

当 
計 Ｂ 

人 

431 

千円 

1,580,897 

千円 

341,669 

千円 

620,357 

千円 

2,542,923 

千円 

5,900 
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 ※ 職員手当には、退職手当負担金が含まれていません。 

  ※ 職員数は、特別職（市長・副市長・教育長）を含み、魚沼市医療公社派遣職員を除く平成 31

年 4 月 1 日現在の人数です。 

 

 （２）ラスパイレス指数（各年４月１日現在） 

区  分 魚沼市 県内市平均 類似団体平均 全国市平均 

平成 30 年度 93.2 95.7 97.7 99.1 

令和元年度 93.6 95.6 97.5 98.9 

※ ラスパイレス指数とは、国家公務員の給与水準を 100 とした場合の地方公務員の給与水準を示

す指数です。 

※ 「類似団体平均」とは、人口規模、産業構造が類似している団体のラスパイレス指数を単純平

均したものです。 

   

（３） 平均年齢及び平均給料月額等（平成 31 年 4 月 1 日現在） 

区  分 平均年齢 平均給料月額 平均給与月額 
平均給与月額 

（国ベース） 

一 般 行 政 職 

魚沼市 44.5 歳 316,540 円 380,120 円 340,307 円 

新潟県 43.8 歳 333,454 円 414,373 円 367,287 円 

国 43.4 歳 329,433 円 － 411,123 円 

類似団体 42.3 歳 316,015 円 376,662 円 342,586 円 

技 能 労 務 職 

魚沼市 52.8 歳 314,775 円 339,959 円 329,090 円 

新潟県 54.0 歳 346,967 円 387,784 円 369,454 円 

国 50.9 歳 287,312 円 － 329,380 円 

類似団体 51.3 歳 316,215 円 345,372 円 329,038 円 

福 祉 職 

（ 保 育 士 ） 

魚沼市 39.3 歳 257,039 円 292,464 円 264,213 円 

国 43.1 歳 332,689 円 － 385,624 円 

類似団体 40.2 歳 289,793 円 321,972 円 301,917 円 

医 療 職 

（看護、保健師） 

魚沼市 46.6 歳 309,538 円 355,701 円 316,391 円 

国 47.1 歳 315,908 円 － 352,289 円 

類似団体 42.4 歳 304,836 円 356,585 円 318,898 円 

消 防 職 

魚沼市 37.0 歳 287,834 円 354,023 円 307,273 円 

国 － － － － 

類似団体 37.1 歳 285,110 円 356,713 円 313,223 円 
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※ 「平均給料月額」とは、平成 31 年 4 月 1 日現在における基本給の平均です。 

※ 「平均給与月額」とは、給料月額と毎月支払われる扶養手当、住居手当、時間外勤務手当な

どの全ての諸手当の額を合計したものであり、地方公務員給与実態調査において明らかにさ

れているものです。 

※ 「平均給与月額（国ベース）」とは、国家公務員の平均給与月額には時間外勤務手当、特殊勤

務手当等の手当が含まれていないことから、比較のため国家公務員と同じベースで再計算し

たものです。 

 

（４）職員の初任給（平成 31 年 4 月 1 日現在） 

区  分 魚沼市 新潟県 国 

一 般 行 政 職 
大学卒 180,700 円 187,200 円 180,700 円 

高校卒 148,600 円 153,000 円 148,600 円 

技 能 労 務 職 
高校卒 146,000 円 150,700 円 － 

中学卒 130,400 円 138,000 円 － 

教 育 職 

（ 幼 稚 園 ） 

大学卒 180,700 円 － － 

短大卒 161,300 円 － － 

福 祉 職 

（ 保 育 士 ） 

大学卒 180,700 円 － － 

短大卒 161,300 円 － － 

医 療 職 

（ 看 護 師 ） 

短大 3 卒 198,800 円 － － 

短大 2 卒 190,500 円 － － 

消 防 職 
大学卒 209,700 円 － － 

高校卒 171,200 円 － － 

 

 （５）職員の主な手当（令和元年度） 

区 分 魚   沼   市 
国の制度と 

異なる内容 

期 末 手 当 
・支給割合 2.60 月分（6 月期 1.30・12 月期 1.30） 

（職制上の段階、等級による加算措置あり） 
― 

勤 勉 手 当 
・支給割合 1.85 月分（6 月期 0.925・12 月期 0.925）  

（職制上の段階、等級による加算措置あり） 
― 

通 勤 手 当 

・電車、バス等利用者で、負担している運賃に応じて月額最高

55,000 円まで支給 

・自動車等利用者で、片道使用距離に応じて月額 2,000～31,600

円まで支給 

― 
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扶 養 手 当 

･配偶者 月額 6,500 円 

･子（満 22 歳の年度末まで）  月額 10,000 円 

年度内 16～22 歳までの子１人につき月額 5,000 円加算 

･上記以外の扶養親族  月額 6,500 円  

― 

住 居 手 当 
・借家、借間に居住し、月額 12,000 円を超える家賃を支払って

いる場合、その負担額に応じて月額最高 27,000 円まで支給 
― 

時間外勤務手当  

・正規の勤務時間を超えて勤務した場合に支給 

  午後 10時～午前 5時 1時間当たり単価×1.50×勤務時間数 

  上記以外の時間   1 時間当たり単価×1.25×勤務時間数 

・正規の勤務日以外に勤務した場合に支給 

  午後 10時～午前 5時 1時間当たり単価×1.60×勤務時間数 

  上記以外の時間   1 時間当たり単価×1.35×勤務時間数 

単価の算出方法 

休日給 
・祝日法による休日等に勤務した場合に支給 

  1 時間当たり単価×1.35×勤務時間数 
単価の算出方法 

管 理 職 手 当 
・管理、監督の地位にある職員に支給 

34,200～46,000 円/月   

46,300～ 

139,300 円/月 

寒 冷 地 手 当 
・世帯の状況に応じて 11 月から翌 3 月まで支給 

  7,360～17,800 円/月 
― 

退 職 手 当 

自己都合      勧奨・定年 

・勤続２０年  １９．６６９５月分 ２４．５８６８７５月分 

・勤続２５年  ２８．０３９５月分 ３３．２７０７５月分 

・勤続３５年  ３９．７５７５月分 ４７．７０９月分 

・最高限度額  ４７．７０９月分  ４７．７０９月分 

（その他の加算措置 定年前早期退職特例措置 2～20％加算） 

※新潟県市町村総合事務組合で共同処理をしています。 

― 

 

 （６）特別職の報酬等（令和元年 4 月 1 日現在） 

区  分 給料等月額 期末手当（支給割合） 

給 料 

市 長 780,000 円 

3.35 月分 

＜6 月期 1.675・12 月期 1.675＞ 

            ※当年度支給実績 

副市長 625,000 円 

教育長 530,000 円 

報 酬 

議 長 390,000 円 

副議長 320,000 円 

議 員 300,000 円 
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４．職員の勤務時間その他の勤務条件の状況 

 （１）勤務時間及び休憩時間（令和元年 4 月 1 日現在） 

区  分 
勤 務 時 間 

休憩時間 
始業時刻 終業時刻 

一 般 行 政 職 ８時３０分 １７時１５分 １２～１３時 

 

（２）年次有給休暇の取得（平成 31 年 1 月 1 日から令和元年 12 月 31 日までの間） 

   年次有給休暇は、一の年ごとに 20 日付与され、20 日を超えない範囲内の残日数は、翌年に繰り 

越すことができます。 

総付与日数 

(a) 

総取得日数 

(b) 

全対象職員 

(c) 

平均取得日数 

(d) 

消化率 

(b)/(a) 

8422.0 日 2,260.6 日 214 人 10.6 日 26.8％ 

※ 「総付与日数」とは、平成 31 年 1 月 1 日現在において全対象職員に付与された合計です。 

※ 「全対象職員」とは、平成 31 年 1 月 1 日から同年 12月 31 日までの全期間を在職した一般職

員です。 

 

 （３）休暇の種類（令和元年度） 

種  類 取得可能期間等 

年次有給休暇 
１暦年２０日付与（４月採用者は１５日） 

翌年に２０日を限度に繰り越し可能 

特  

 

別 

 

休 

 

暇 

公権公務 

公民権の行使 その都度必要と認められる期間 

裁判員、証人等として

の官公署への出頭 
その都度必要と認められる期間 

母性保護 

産前・産後 
産前８週間(多胎妊娠の場合にあっては１４週間)・ 

産後８週間 

妊産婦への保健指導 

又は健康診査 
その都度必要と認められる期間 

妊婦の通勤緩和 １日につき１時間を超えない範囲で必要とする時間 

生理 連続する２日以内で必要とする期間 

育児時間 １日２回各３０分以内 

妊婦の妊娠障害 
一の妊娠期間中に１４日を超えない範囲内でそのつ

ど必要と認められる時間又は期間 

看 護 等 

配偶者の出産 
入院する日から出産後２週間経過までの間における

２日の範囲内の期間 

子の看護 
１暦年５日の範囲内の期間 （子が中学校就学の始期

に達するまでの期間、２人以上の場合は１０日） 
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特  

 

別 

 

休 

 

暇 

看 護 等 短期介護休暇 
１暦年５日の範囲内で必要と認められる期間 

（要介護者が２人以上の場合は１０日） 

慶  弔 

忌引 死亡した親族に応じて付与 

父母の追悼 
１日の範囲内の期間 

（父母の死後１５年までの期間） 

結婚 連続する５日を超えない範囲内の期間 

災  害 
住居滅失・損壊 ７日の範囲内で必要とする期間 

交通機関等の事故等 その都度必要と認められる期間 

そ の 他 

骨髄ドナー その都度必要と認められる期間 

ボランティア １暦年につき５日の範囲内の期間 

夏季 
１暦年の７月から９月までの間において５日の範囲

内の期間 

療養休暇 負傷、疾病 やむを得ないと認められる最小限度の期間 

 介護休暇 
配偶者、父母、子等の

介護 
必要と認められる、６月以内の期間（無給） 

 組合休暇 
登録された職員団体

の活動 
１暦年につき３０日の範囲内の期間（無給） 

 育児短時間勤務 子が小学校就学の始期に達するまでの期間 

 
 
 

５．職員の休業の状況 

（１）休業の種類（令和元年度） 

種  類 取得可能期間等 

育児休業 子の３歳の誕生日の前日までの期間（無給） 

育児部分休業 
１日２時間を超えない範囲の時間（無給） 

子が小学校就学の始期に達するまでの期間 

自己啓発等休業 大学課程の履修（２年）国際貢献活動（３年）（無給） 

 

（２）取得状況 

区 分 
令和元年度新規取得者 

計 男性 女性 

育 児 休 業 ９人 １人 ８人 

育児部分休業 ０人 ０人 ０人 

自己啓発等休業 ０人 ０人 ０人 

 



- 9 - 

 

 

６．職員の分限及び懲戒処分の状況（令和元年度） 

 （１）分限処分の件数及び処分事由 

     休職  ６人（心身の故障） 

 （２）懲戒処分の件数及び処分事由 

     免職  ０人 

停職  １人（公務外非行行為 1 人） 

     減給  １人（公務外非行行為 1 人） 

     戒告  １人（公務外非行行為 1 人） 

 

 

７．職員の服務の状況（令和元年度） 

 本市においては、以下に掲げる通知等により、職員の綱紀粛正及び服務規律の確保に努めました。 

時   期 内                容 

令和元年 6 月 4 日 職員の服務規律の徹底について 

令和元年 8 月 14 日 職員の綱紀の保持及び服務規律の徹底について 

令和元年 12 月 25 日 年末年始における綱紀の厳正な保持について 

令和 2 年 2 月 28 日 公務員倫理の徹底及び綱紀の粛正について 

令和 2 年 3 月 19 日 適正な現金管理について 

 

 

８．職員の退職管理の状況 

  魚沼市職員の退職管理に関する条例に基づき、退職後に再就職した者に対し、退職前 5 年間の職

務に属するものに関し、退職後 2 年間、契約や処分に関して元の職場の現職職員への働きかけを禁

止しています。 

  また、管理又は監督の地位にある職員は、退職後 2 年以内に、営利企業等に再就職した場合は、

退職時の任命権者に届出をしなければならないとしています。 

 

 

９．職員の研修及び勤務成績の評定の状況（令和元年度） 

 （１）職員研修 

区 分 研  修  名 
参加 

者数 
研  修  名 

参加 

者数 

階 層 

新採用職員研修 ２３名 一般職員第１部研修 １３名 

一般職員第２部研修 ３名 主任・主査研修 １名 

係長研修 ５名 課長研修 ４名 

技能労務職員研修 ４名 新採用職員研修（正職員） ２５名 
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専 門 

税務事務基礎研修 ５名 固定資産税事務基礎研修 ６名 

市町村民税事務基礎研修 ３名 徴税事務基礎研修 １名 

財務事務基礎研修 ２名 契約事務基礎研修 ３名 

簿記基礎研修 ５名 新地方公会計事務研修 ５名 

説明力向上研修 ３名 ファシリテーター養成入門研修 １名 

行政ＰＲスキルアップ研修 １名 ハラスメント防止研修 １名 

マイナンバー制度基礎研修 １名 クレーム対応力向上研修 ５名 

保育園・幼稚園教諭のためのコミュニケーション力向上研修 ２名 業務改善計画研修 ２名 

人事評価基礎研修 ４名 データ活用向上研修 ２名 

民法（総則）研修 ９名 民法（物権法）研修 ２名 

民法（債権法）研修 ４名 民法（家族法）研修 ６名 

行政法入門研修 １名 法制執務研修 ２５名 

簿記・会計（基礎編）研修 １名 公共マーケティング研修 ２名 

ロジカルシンキング研修 ４名 プレゼンテーション（伝え方編）研修  ３名 

プレゼンテーション（効果的な資料作成）研修 ３名 事務ミス防止の工夫研修 ４名 

接遇マナー基礎研修 １名 電話対応・ビジネスマナー研修 １９名 

合同新人社員研修（ビジネスマナー研修） １９名 人事評価研修（被評価者研修） ６１名 

人事評価研修（評価者研修） ４９名 工事成績評価・入札事務研修（関東財務局実施） ２４名 

職員接遇研修 １２５名 地球温暖化防止研修 １１名 

その他 
人権研修 １００名 ハラスメント研修（３回） ２６６名 

ハラスメント研修（管理職研修） ２５名 ハラスメント研修（専門職研修） ５２名 

合 計  ９４６名 

（２）勤務成績の評定 

    個々の職員の職務行動を通して、業績、能力を細かに分析・評価し、職員の能力開発、資質

向上及び人員配置などの人事管理及び勤務評定結果の勤勉手当成績率への反映を行っています。 

 

１０．職員の福祉の状況（令和元年度） 

  職員の保健、元気回復その他厚生に関し、職員の健康状態の把握と疾病等の早期発見を行うため、 

毎年定期健康診断を実施しているほか人間ドックへの助成を行っています。 

 また、快適な職場環境の形成を図るため、魚沼市衛生委員会を中心に取り組んでいます。 

 （１）健康診断の状況 

定期健康診断 

人間ドック    

     産業医による健康相談会  ２回 

 （２）公務災害及び通勤災害の発生件数 

     公務災害     ４人 

     通勤災害     １人 
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 （３）安全衛生管理 

    職員の健康確保及び快適な職場環境づくりを目指し、魚沼市衛生委員会において各施設の職 

   場環境点検や各種研修会等を実施しました。 

・衛生委員会の開催及び職場環境点検の実施     １１回 

 

１１．職員の利益の保護の状況（令和元年度） 

職員の利益は、勤務条件に対する措置要求制度と不利益処分に対する不服申し立て制度によって 

保護されます。これらの要求・不服申し立ては、新潟県市町村総合事務組合に共同設置している公

平委員会に対して行うこととなります。 

  （１）勤務条件に関する措置の要求     ０件 

 （２）不利益処分に関する不服申し立て   ０件 

 

 


